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表紙

エフビー介護サービス株式会社

上記の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただい
た株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

第39期定時株主総会資料
（電子提供措置事項のうち交付書面省略事項）

連結計算書類
連結注記表

計算書類
個別注記表

第39期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
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連結注記表

連結注記表（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

１．（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　３社
連結子会社の名称

ルルパ株式会社
株式会社シルバーアシスト
スマートケアタウン株式会社

(2) 非連結子会社の数　－社

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の数　－社
(2) 持分法を適用していない関連会社　１社

　持分法を適用していない関連会社（北京江山福伯健康養老服務有限公司）は当期純損益及び利益剰余金
等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響額が軽微であり、かつ、全体としても
重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
　主として、移動平均法による原価法を採用しております。

② デリバティブ
　時価法によっております。

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　主として総平均法による原価法を採用しております（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
り下げの方法により算定）。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

－ 1 －
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　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ２年〜38年
機械装置及び運搬具 ２年〜17年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウエア ５年
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込み額のうち当連結会計年度負担額を計上しており
ます。

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 退職給付に係る負債の計上基準

　当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

② ヘッジ会計の方法
１ ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。
２ ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ
ヘッジ対象　借入金

３ ヘッジ方針
　当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変動によるリスクを回避するため金利スワップ
取引を利用しております。

４ ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。

③ のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、５年間の定額法により償却しております。

－ 2 －
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減損損失 140,736千円

有形固定資産 4,276,564千円
無形固定資産 214,018千円

④ 収益及び費用の計上基準
　当社グループは福祉用具貸与・販売、住宅改修、居宅介護支援、入居系サービス、在宅系サービスを
主な事業としております。
　福祉用具商品の販売においては、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常
の期間であることから、出荷時に収益を認識しております。また、福祉用具貸与においては、「リース
取引に関する会計基準」に基づき収益を認識しております。
　住宅改修においては、顧客からの工事請負契約書に基づきサービスを提供しており、契約における取
引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短いことから、一定の期間
にわたり収益を認識せず、サービスの提供が完了した日を基準として検収書等に顧客のサインを受領し
た時点で収益を認識しております。なお、顧客との契約には重要な金融要素は含まれておりません。
　居宅介護支援、入居系サービス、在宅系サービスでは、月単位での介護等サービスの提供によりサー
ビスに対する支配が顧客に移転するため、顧客へのサービス提供が完了した月を基準として、一時点で
収益を認識しております。顧客から受け取った入居一時金については、契約で定める期間における入居
施設の利用によりサービスに対する支配が顧客に移転するため、当該期間にわたり収益を認識しており
ます。

⑤ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上した有形固定資産及び無形固定資産は以下のとおりです。

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　原則として、事業別かつ同一敷地内の建物及び構築物を基本単位としてグルーピングを行っておりま
す。当該資産グループの正味売却価額又は使用価値により算定したものを回収可能価額として、帳簿価
額との差額について減損損失140,736千円を計上しております。

(2) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　減損損失の認識に当たり使用する割引前将来キャッシュ・フローの算定に当たっては、利用者数や従
業員の増減などに仮定をおいて見積りを行っております。当該見積には、介護保険制度に関連した外部
環境等に関する情報や当社グループ内部の情報（過去の計画達成状況など）を用いており、資産グルー
プの現在の使用状況や合理的な事業計画等を考慮しております。

－ 3 －
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(3) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　上述の見積り及び仮定について、将来の不確実な経済状況の変動等により見直しが必要となった場
合、翌連結会計年度において追加の減損損失（特別損失）が発生する可能性があります。

３.  (会計上の見積りの変更に関する注記)
（資産除去債務の見積りの変更）

　当連結会計年度において、不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務につ
いて、原状回復費用の新たな情報の入手に伴い、見積りの変更を行いました。
　その結果、見積りの変更による増加額188,437千円を変更前の資産除去債務残高に加算しております。
　なお、当該見積りの変更により、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は
それぞれ1,847千円減少しております。

４.  (未適用の会計基準等)
（リースに関する会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日）
・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日）
ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

(1）概要
国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱
いを定めるもの。

(2）適用予定日
2028年３月期の期首より適用予定であります。

(3）当該会計基準等の適用による影響
影響額は当連結計算書類の作成時において評価中であります。

－ 4 －
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定期預金 880千円
建物 2,170,126
構築物 98,918
土地 351,888
計 2,621,813

１年内返済予定の長期借入金 272,514千円
長期借入金 1,658,486
計 1,931,000

有形固定資産の減価償却累計額 4,310,207千円

当座貸越限度額 1,600,000千円
借入実行残高 600,000
差引額 1,000,000

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 2,676,000 － 239,300 2,436,700

５．（連結貸借対照表に関する注記）
１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

２．有形固定資産の減価償却累計額

　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。

３．当座貸越契約
　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。
当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

６．（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式に関する事項

（注）発行済株式の数の減少は、取締役会の決議に基づく自己株式239,300株の消却による減少分であります。

－ 5 －



2026/05/28 13:12:32 / 25298362_エフビー介護サービス株式会社_招集通知

連結注記表

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 160,000 79,300 239,300 －

会社名 内訳 目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結
会計年度

期首
増加 減少

当連結
会計年度

期末

当社 第１回
新株予約権 普通株式 119,150 － 1,700 117,450 －

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

2025年 6 月27日
定時株主総会 普通株式 50,320 20 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金

2025年11月14日
取締役会 普通株式 32,080 13 2025年９月30日 2025年12月2日 利益剰余金

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

2026年 6 月26日
定時株主総会

（予定）
普通株式 60,917 25 2026年３月31日 2026年６月29日 利益剰余金

２．自己株式に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得79,300株の買取りによる増加分であ
り、自己株式の数の減少は、取締役会の決議に基づく自己株式239,300株の消却による減少分でありま
す。

３．新株予約権等に関する事項

（注）目的となる株式の数の変動事由の概要
第１回新株予約権の減少は、自己新株予約権としての取得によるものであります。

４．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

－ 6 －
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７．（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、主に介護事業の新規施設を開設するための設備投資計画に照らして、必要な資金（主
に銀行借入や社債）を調達しております。一時的な余剰資金につきましては、安全性の高い流動性預金で
管理し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスク
を回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、主として介護保険制度及び健康保険制度に基づく債権であり、その大半が国
民健康保険団体連合会等の公的機関に対する債権であるため、リスクは僅少であると判断しております。
それ以外の売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、純投資目的である株式及び投資信託であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま
す。
　敷金及び保証金は、主として営業所及び介護施設の賃貸借契約に伴うものであり、賃貸人の信用リスク
に晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は、ほとんど１ヶ月以内の支払期日であります。
　短期借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、また長期借入金は主に設備投資に必要な
資金の調達を目的としたものであり、返済期日は最長で決算日後17年であります。それらの一部は金利の
変動リスクに晒されております。
　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取
引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価
方法等については、前述の「１．（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
３．会計方針に関する事項（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項　②　ヘッジ会計の方
法」をご参照下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、公的機関に対する営業債権以外の営業債権について、取引相手ごとに期日及び残高を管理す
るとともに不良債権の回収状況を随時確認することで、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
連結子会社についても、当社の債権管理規定に準じて、同様の管理を行っております。
　当連結会計年度の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸
借対照表価額により表されています。

② 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　当社は、借入金のうち一部について、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るため
に、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。
　有価証券及び投資有価証券については、四半期ごとに時価等を把握する管理体制をとっております。

－ 7 －
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 投資有価証券

その他有価証券 47,604 47,604 －

資産計 47,604 47,604 －

(1) 長期借入金（※２） 1,941,394 1,894,321 △47,072

(2) リース債務（※３） 78,764 76,104 △2,659

(3) 長期未払金（※４） 819,549 791,595 △27,953

負債計 2,839,707 2,762,021 △77,685

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき経理財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するととも
に、手許流動性を維持することなどにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価格が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（※１）「現金及び預金」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」「未払金」及び「未払法人税等」
については、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を
省略しております。

（※２）１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（※３）１年内支払予定のリース債務を含めております。
（※４）１年内支払予定の長期未払金を含めております。
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連結注記表

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,173,246 － － －

売掛金 1,694,699 － － －

合計 3,867,946 － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 606,000 － － － － －

長期借入金 280,530 250,844 237,420 220,476 212,042 740,082

リース債務 24,077 23,048 18,314 9,353 3,863 106

長期未払金 263,698 223,016 179,157 112,020 41,656 －

合計 1,174,305 496,909 434,892 341,849 257,562 740,188

（注１）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（注２）社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

（注３）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の
算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

－ 9 －
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連結注記表

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 39,307 － － 39,307

その他 － 8,296 － 8,296

資産計 39,307 8,296 － 47,604

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 1,894,321 － 1,894,321

リース債務 － 76,104 － 76,104

長期未払金 － 791,595 － 791,595

負債計 － 2,762,021 － 2,762,021

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（※）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している投資信託は市場での取引頻度が低く、
活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

長期借入金
　長期借入金の時価のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しており、時価は帳簿価額と
近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額
を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて算定する方法によっております。これらについ
ては、レベル２の時価に分類しております。
　また、特例処理によっている金利スワップについては、当該金利スワップと一体として処理された元利金
の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いて算定する方法によっております。

－ 10 －



2026/05/28 13:12:32 / 25298362_エフビー介護サービス株式会社_招集通知

連結注記表

１. １株当たりの純資産額 1,612円43銭
２. １株当たりの当期純利益金額 187円51銭

報告セグメント

福祉用具事業 介護事業 計

福祉用具販売 444,654 － 444,654

住宅改修 389,264 － 389,264

居宅介護支援 － 293,973 293,973

入居系サービス － 3,307,384 3,307,384

在宅系サービス － 2,631,994 2,631,994

その他 2,025 320,660 322,686

顧客との契約から生じる収益 835,944 6,554,012 7,389,957

その他の収益 4,138,150 5,796 4,143,947

外部顧客への売上高 4,974,095 6,559,809 11,533,904

リース債務、長期未払金
　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現
在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．（１株当たり情報に関する注記）

９．（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

※その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）の適用範囲に含まれる「福祉用具
事業」の福祉用具貸与収入および「介護事業」の不動産収入であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．（連結計算書類の作成のための
基本となる重要な事項に関する注記等）３．会計方針に関する事項 (4) その他連結計算書類の作成のための
重要な事項　④　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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連結注記表

契約負債（期首残高） 1,842千円
契約負債（期末残高） 246千円

当連結会計年度

１年以内 246

１年超２年以内 -

合計 246

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当該連結
会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

契約負債の残高等
　契約負債の内訳は以下のとおりであります。

　契約負債は、入居系サービスの契約に基づいて顧客から受け取った入居一時金等であります。契約負債
は、収益の認識に伴い取り崩されます。

　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債に含まれていた額は、1,842千円であり
ます。

４．残存履行義務に配分した取引価格
　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

－ 12 －
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個別注記表

個別注記表（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

１．（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法に基づく原価法を採用しております。
② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) デリバティブ
　時価法によっております。

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　主として総平均法による原価法を採用しております。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
り下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。
　科目ごと主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ２〜38年
構築物 ２〜30年
機械及び装置 ２〜17年
車両運搬具 ２〜６年
工具、器具及び備品 ２〜15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。
　なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウエア ５年
(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 13 －
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個別注記表

(4) 長期前払費用
　定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込み額のうち当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金
　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす
る方法を用いた簡便法を適用しております。

４．ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しております。
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ
ヘッジ対象 借入金

(3) ヘッジ方針
　当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変動によるリスクを回避するため金利スワップ取引
を利用しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。

５．のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、５年間の定額法により償却しております。
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減損損失 140,736千円

有形固定資産 4,283,412千円
無形固定資産 176,957千円

６．収益及び費用の計上基準
　当社は福祉用具貸与・販売、住宅改修、居宅介護支援、入居系サービス、在宅系サービスを主な事業とし
ております。
　福祉用具商品の販売においては、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期
間であることから、出荷時に収益を認識しております。また、福祉用具貸与においては、「リース取引に関
する会計基準」に基づき収益を認識しております。
　住宅改修においては、顧客からの工事請負契約書に基づきサービスを提供しており、契約における取引開
始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短いことから、一定の期間にわたり
収益を認識せず、サービスの提供が完了した日を基準として検収書等に顧客のサインを受領した時点で収益
を認識しております。なお、顧客との契約には重要な金融要素は含まれておりません。
　居宅介護支援、入居系サービス、在宅系サービスでは、月単位での介護等サービスの提供によりサービス
に対する支配が顧客に移転するため、顧客へのサービス提供が完了した月を基準として、一時点で収益を認
識しております。顧客から受け取った入居一時金については、契約で定める期間における入居施設の利用に
よりサービスに対する支配が顧客に移転するため、当該期間にわたり収益を認識しております。

２．（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損
１．当事業年度の計算書類に計上した金額

　当事業年度末の貸借対照表に計上した有形固定資産及び無形固定資産は以下のとおりです。

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　(1) 算出方法、(2) 主要な仮定、(3) 翌事業年度の計算書類に与える影響については、連結注記表の
「２．（会計上の見積りに関する注記）」をご参照ください。

３.    (会計上の見積りの変更に関する注記)
（資産除去債務の見積りの変更）

　当事業年度において、不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務につい
て、原状回復費用の新たな情報の入手に伴い、見積りの変更を行いました。
　その結果、見積りの変更による増加額188,437千円を変更前の資産除去債務残高に加算しております。
　なお、当該見積りの変更により、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ
1,847千円減少しております。
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個別注記表

定期預金 880千円
建物 2,170,126
構築物 98,918
土地 351,888
計 2,621,813

１年内返済予定の長期借入金 272,514千円
長期借入金 1,658,486
計 1,931,000

有形固定資産の減価償却累計額 4,285,652千円

当座貸越極度額 1,600,000千円
借入実行残高 600,000
差引額 1,000,000

短期金銭債権 934千円
短期金銭債務 8,115千円

売上高 3,886千円
仕入高 86,386
営業取引以外の取引 666
計 90,940

４．（貸借対照表に関する注記）
１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

２．有形固定資産の減価償却累計額

　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。

３．当座貸越契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。当事業年
度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

４．保証債務等
　該当事項はありません。

５．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

５．（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
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繰延税金資産
資産除去債務 138,526千円
賞与引当金 112,434
一括償却資産損金算入限度超過額 85,916
減損損失 82,719
未払事業税 14,166
退職給付引当金 9,858
減価償却超過額 7,137
関係会社株式評価損 7,117
その他 2,323

繰延税金資産小計 460,201
評価性引当額 △8,397

繰延税金資産合計 451,804

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △104,051
繰延譲渡利益（グループ内譲渡益繰延） △12,152
その他 △12,942

繰延税金負債合計 △129,146
繰延税金資産純額 322,657

法定実効税率 30.2％
（調整）
住民税均等割等 1.1％
留保金課税 1.9％
その他 0.3％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.4％

６．（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
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種類 会社等の名
称又は氏名

議決権等の
所有(被所有)
割合（%）

関連当事
者との
関係

取引の
内容

取引金額
(千円)

科目 期末残高
(千円)

役員及び
その近親者

寺尾 文孝 （被所有）
直接 1.64
間接 0.27

当社
取締役

自己株式
の取得

（注１）

48,231 ― ―

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している

会社等

日本リスク
コントロー

ル㈱
（注２）

（被所有）
直接 0.27

― 自己株式
の取得

（注１）

8,038 ― ―

１．１株当たりの純資産額 1,553円55銭
２．１株当たりの当期純利益金額 176円80銭

７．（関連当事者との取引に関する注記）
計算書類提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

(注) １．自己株式の取得は、2025年８月25日開催の当社取締役会決議に基づき、東京証券取引所の
自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）により取得しており、取引価格は取引前日の終値
（最終特別気配を含む）によるものであります。

　　２．日本リスクコントロール㈱は、当社取締役 寺尾 文孝が議決権の100％を所有し、代表取締役
を務める会社であります。

８．（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．（重要な会計方針に係る事項に
関する注記）６．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９．（１株当たり情報に関する注記）
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